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■九州観光に関する現状 ■九州圏の温泉資源の全国に占める地位

九州圏の魅力ある観光資源

・九州圏における観光は、情報の発信が少なくイメージが醸成されていないことから旅行需要が少なく、
また、認知度も低い。
・九州圏は、自然資源や温泉資源など、近年の観光ニーズに対応しうる観光資源が多い。
また、日帰り観光の利用交通機関は自家用車やレンタカーが大半を占める。
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■近年の観光ニーズ
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体験型レクリエーション（陶器作成、
和紙造り、自然体験等）をする

都市での観光・体験（生活体験）

その地で行われる「祭り」などの
イベントを見る

スポーツ、レクリェーション活動
（スキー、テニス、ゴルフ等）をする

のんびりとくつろぐ

遊園地・テーマパーク等で遊ぶ

車でドライブする

神社・仏閣等の参詣

旅行先の土地の郷土色豊かな名産品
や特産品等の買い物をする

家族と一緒に遊ぶ

一緒に行った人達とにぎやかに過ごす

史跡・文化財・博物館・美術館など
を巡り鑑賞する

旅行先の土地の郷土色豊かな料理等
を食べる

温泉での休養

美しい自然・風景（山、川、滝、海、
自然公園等）を見る

平成11年
平成15年

（％）

資料）内閣府
「Ｈ15 自由時間と観光に
関する世論調査」
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資料）環境省「温泉利用状況」
により作成（平成18年３月末現在）

■九州圏における入り込み客数の推移
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資料）西日本新聞 九州データブック2007

■日帰り観光の利用交通機関（九州圏）

■九州圏の国指定文化財等
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資料）文化庁ＨＰ
「国指定文化財等データベース」より作成
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資料）社団法人日本観光協会
平成17年度観光の意志と動向
第24回国民の観光に関する動向調査



九州圏の魅力ある観光資源
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地域資源を活用した九州圏の魅力創出①

・九州圏に点在する多様な地域資源を活かした観光まちづくりが進められている。

門司港

柳川

大川内山

長崎

佐世保

水俣

阿蘇

黒川温泉
直入

日田

飫肥

綾

知覧

屋久島

大分県竹田市
・豊富な炭酸泉を活かした個性的な
温泉地形成

・温泉を核にした国際交流による
まちづくりと観光振興直入

大分県

鹿児島県

熊本県水俣市
・水俣病の教訓を地域の再生に活かし
学びの観光地へ

・市民、行政、企業の取り組みが
観光商品になる水俣

熊本県阿蘇市
・世界一と言われる阿蘇カルデラ火山
とそこに住む地域の魅力を観光に
・「ゆっくり・のんびり阿蘇大陸」を
コンセプトに

阿蘇

熊本県

福岡県

佐賀県

長崎県

大分県日田市
・筑紫次郎（筑後川）の水源地域
「水郷日田」にふさわしいまちづくり

・元禄・江戸時代からの天領日田の
町並みを保存・復元し、今に伝える

日田

大分県豊後高田市
・活きた商店街を昭和の街に再生
商業と観光に一体化
・民間受皿組織「豊後高田市観光
まちづくり株式会社」を設立
営業活動や施設整備事業等に取り組む

豊後
高田

豊後高田

安心院 大分県宇佐市
・農村安心院ならではの農と心を
大切にした官民協働による
グリーンツーリズムを展開

安心院

由布院温泉

大分県由布市
・まちづくり100年を目指す持続発展
可能な観光まちづくり
・住民とリピーターが交流できる
新たな生活型観光地づくり

由布院
温泉

別府温泉

大分県別府市
・日本一の湧出量を誇る温泉の多角的利活用
・留学生の活力と官民協働による「まちづくり」
を基盤としたONSENツーリズムの推進
・地域特性を生かした都市の景観形成による
自然環境型観光資源の促進

別府
温泉

宮崎県

宮崎県日南市
・歴史的な景観の保全、ドラマのロケ等を
通して全国的に有名な観光地へ
・行政、住民等が協働してホスピタリティ
あふれる観光地づくりを推進 飫肥

宮崎県綾町
・「見る観光地」から農業、工芸、乗馬
など産業を活かした「体験型観光地」へ
・官民が連携して、協働による産業観光の
推進

綾
鹿児島県上屋久町、屋久町
・日本で初めての世界遺産登録地として
飛躍的に成長した観光産業

・エコツーリズムを行政・民間が一体
となり環境に優しい観光を推進

屋久島鹿児島県知覧町
・「古い町並みに心安らぐ町」「平和の
尊さを語りつぐ町」を基本コンセプト
町並みの維持、平和情報の発信基地と
しての役割を推進

知覧

熊本県南小国町
・旅館経営者全員が一体となった
観光振興
・観光客自身が好きな温泉を
自由に入湯できるシステムの構築

黒川
温泉

長崎県長崎市
・市民が企画・実施する日本で
はじめてのまち歩き博覧会を開催

・長崎と中国との交流の歴史を礎に
民間と行政が協働し長崎ランタン

フェスティバルを開催

長崎

長崎県佐世保市
・東アジア圏でも人気の高いハウス
テンボスを中心に国際的な観光地へ
・西海国立公園・九十九島を柱に
人と環境に優しい観光地へ
・佐世保バーガー、九十九島牡蠣等
「食」のブランディングを推進

佐世保

佐賀県伊万里市
・焼き物・歴史・景観を活かした
観光地づくり
・窯業組合・地元住民・行政が
一体となり観光振興を図る

大川
内山

福岡県柳川市
・水辺空間を活かしたまちづくりにより
国際的な観光地へ
・地域の歴史・文化を最大限に活かした
観光地づくり柳川

福岡県北九州市
・明治・大正期の歴史的建造物と
ウォーターフロント景観を活用

・地元住民、民間、行政が力を結集
・下関市と連携し、共通リーフレット
製作、共同イベントの開催

門司港

資料）国土交通省「地域いきいき観光まちづくり-100-」より作成
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地域資源を活用した九州圏の魅力創出②

○歴史・文化、祭りの観光資源としての活用
・歴史的・文化的祭りは多くの観光客を集めている。
・九州圏には伝統工芸も多く、これらは貴重な観光
資源となっている。

○産業遺産を活用した地域づくり
・九州圏には、日本の近代化・工業化に大きな役割
を果たした産業拠点が点在している。

・これらの産業遺産は、地域づくり資源としての活
用が期待される。

■九州の祭り

資料）九州経済調査協会
21世紀の九州・山口経済社会大辞典より

福岡県
小倉祇園太鼓（北九州市）、
博多どんたく（福岡市）、
博多祇園山笠（福岡市）など

佐賀県 唐津くんち（唐津市）など

長崎県
長崎ペーロン競漕大会、
精霊流し（長崎市）など

熊本県
火の国まつり（熊本市）、
阿蘇の火まつり（阿蘇村）など

大分県
鶴崎踊り（大分市）、
塚原甘酒祭り（由布市）など

宮崎県
宮崎神宮大祭（宮崎市）、
高千穂夜神楽（高千穂町）など

鹿児島県
おはら祭（鹿児島市）、
弥五郎どん祭り（曽於市）など

■九州の伝統工芸

資料）財団法人伝統工芸品振興協会ＨＰより

県名 伝統工芸品

福岡県
(７種）

博多織（織物）、久留米絣（織物）、
小石原焼（陶磁器）、上野焼（陶磁
器）、八女福島仏壇（仏壇仏具）、博
多人形（人形）、八女提灯（提灯）

佐賀県
（２種）

伊万里焼・有田焼（陶磁器）、
唐津焼（陶磁器）

長崎県
（２種）

三川内焼（陶磁器）、波佐見焼（陶磁
器）

熊本県
(３種）

小代焼（陶磁器）、天草陶磁器（陶磁
器）、肥後象がん（金工品）

大分県
（１種）

別府竹細工（竹工品）

宮崎県
（２種）

本場大島紬（織物）、
都城大弓（竹工品）

鹿児島県
（３種）

本場大島紬（織物）、薩摩焼（陶磁
器）、川辺仏壇（仏壇仏具）

写真）社団法人佐賀県観光連盟ＨＰより

唐津くんち

写真）久留米市役所ＨＰより

久留米絣

◆端島炭鉱

◆三池炭鉱宮原坑施設

◆東田第一高炉跡

◆旧鹿児島紡績所技師館

■産業遺産の分布状況

資料）「世界文化遺産国内暫定一覧表への追加提案書」より
福岡県、佐賀県、長崎県、鹿児島県、山口県 外８市 ４



地域資源を活用した九州圏の魅力創出③

○景観を生かした九州圏の魅力創出
・景観法に基づく景観行政団体数は、全地方公共団
体数の１割を超え、着実に増加している。
・地方公共団体の区域を超えた広域的な景観形成へ
の取り組み事例もいくつかみられる。

○自然環境を生かした地域づくり
・日南市酒谷地区にある坂元棚田は、「日本の棚田
百選」（農林水産省認定）のひとつであり、全国
でも珍しい取り組みとして、「棚田のオーナー制
度」が注目を集めている。

■景観法に基づく景観行政に取り組む自治体の増加
（平成19年10月１日現在）

資料）宮崎県ＨＰ等により作成

18.5%2603477

28.6%49

霧島市 さつま町 出水市
指宿市 南種子町 薩摩川内市
長島町 鹿屋市 阿久根市
中種子町 南大隅町 西之表市
志布志市

鹿児島市鹿児島県

19.4%31日南市 日向市
綾町 西都市

宮崎市宮崎県

52.6%19
別府市 由布市 臼杵市
宇佐市 杵築市 中津市
日田市 豊後高田市

大分市大分県

6.1%49山鹿市熊本市熊本県

8.3%24長崎市長崎県

23.8%21佐賀市 唐津市
嬉野市 武雄市

佐賀県

10.4%67志摩町 豊前市
八女市 柳川市

北九州市
福岡市

福岡県

市町村指定都市
中核市

県

移行
割合

地方公共
団体数

任意法定

※ 景観行政団体とは、景観法（平成１６年法律第１１０号）に基づく景観行政を担う主体のことで、同法に基づ
く各種施策（景観計画など）を活用できる。

■広域的な景観形成への取り組み

◆関門海峡景観
（福岡県北九州市・山口県下関市）

◆筑後地域景観
（福岡県・筑後地域19市町村）

北九州市と下関市は、同一名称・同一条
文である「関門景観条例」を平成13年10月
に制定し、建築物等の配置や形態、色彩な
どに係る景観誘導のための指針を策定し、
一体的な景観形成に取り組んでいる。

平成16年度から筑後地域19市町村と
福岡県が協働して、広域的な観点から
美しい筑後地域の景観をまもり、つく
り、育てるための方策の検討を進めて
いる。平成18年５月には「筑後景観憲
章」を制定し広域的な景観形成取り組
んでいる。

坂元棚田の状況

【棚田のオーナー制度】

・一人あたり１アール、年会費３万５千円
で棚田の「オーナー」になると、収穫し
た米３０ｋｇを受け取ることができる。

・棚田は、普段は地元の人が管理し、主
に都市部に住むオーナーたちは休日
などに自分の田や畑にやってきて、
地元の人々とのふれあいを楽しみな
がら、田植えや草取り、稲刈りなどの
作業に参加している。

田植えの状況

収穫祭の状況

５



■九州国立博物館

地域資源を活用した九州圏の魅力創出④

・地域の歴史的・文化的シンボルである史跡名勝や将来の文化の向上・発展の基礎となる文化財等は、重要
な地域資源である。
・平成17年10月に九州国立博物館が開館。わずか１年半で350万人の来館者を記録している。
東京、京都、奈良の国立博物館をはるかに越える未曾有の来館者であり、歴史、文化への関心の深さを物
語っている。

岡倉天心が九州に国立博物館の必要性を提唱
して100年余。平成17年10月に九州国立博物
館が開館。

日本とアジア諸国との文化交流を中心とした文
化財を、収集・保管・陳列するとともに、調査研
究等を行っている。

107

33

60
53 54 62

45

13

11

22

8
10

14

17

8

5

5

2 5

5

6

40

68

60

84

116

43

31

0

0 0

0

0

35

12

28 28

28

8

9

82

12

16
13

17

23

33103 4 3
0 2200 0 0

0
1

2

0

50

100

150

200

250

300

福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県

国宝・重要文化財（美術工芸品）

国宝・重要文化財（建造物）

登録有形文化財(美術工芸品)

登録有形文化財（建造物）

重要無形民俗文化財

選択無形民俗文化財

史跡名勝天然記念物

登録記念物

重要伝統的建造物群保存地区

資料）文化庁ＨＰ「国指定文化財等データベース」より作成

平成19年３月１日現在

1,193,420
280
(25)

九州国立博物館

477,638
1,790
(110)

奈良国立博物館

556,750
6,322
(208)

京都国立博物館

1,413,131
111,641
(700)

東京国立博物館

入館者数
（人）

収蔵品等
（件数）

九州圏における国指定文化財等の地域資源

平成18年度入館者数

資料：平成19年版観光白書
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地域資源を活用した九州圏の魅力創出⑤

・「九州・韓国経済交流会議（’91年～）」や「九州・中国産業技術協議会（’93年～） 」、「環黄海経
済・技術交流会議（’00年～） 」などのビジネス交流や、「東アジア10都市会議（’91年～） 」、「日
韓海峡知事サミット（’92年～） 」、「アジア太平洋都市サミット（’94年～） 」など都市間交流が、
継続されているものの、他地域と比較した国際コンベンション数の推移では伸び悩んでいる。

・アジアマンスなど毎年開催されるイベントなど、国際交流を促進する取り組みや施設は数多く存在する。

資料：JNTO国際観光振興機構「コンベンション統計」

※総参加者300名以上でかつ外国人参加者が50名以上のものを
「中・大型国際コンベンション」としている。
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中・大型国際コンベンション開催件数推移
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北九州市※

福岡市※

篠栗町

長崎市※

別府市※

熊本市※

水俣市

宮崎市※

鹿児島市※

※印は、国際会議観光都市

７

九州圏の国際会議観光都市

北九州市

福岡市

長崎市 熊本市

別府市

宮崎市

鹿児島市

コンベンション法に基づき平成６年10月20日認定

アジアマンス期間中の
観光プロモーション

アジアマンス
会場風景（昼・夜）

資料：福岡市ＨＰより

↑

↓

↑

平成17年国際コンベンションの開催上位10都市

88つくば地区10
99札幌市9
127千里地区8
159横浜市7
177神戸市6
180福岡市5
224京都市4
236名古屋市3
249大阪市2
742東京（23区）1

開催件数都市名順位



地域資源を活かした地元主体の着地型観光商品開発の取り組み

・旅行業界において、地域企業や住民へのチケット発券等「発地型」の業務から、地域資源を活かし

地域に旅行者を呼び込む「着地型」への業務展開が進められている。

・旅行業免許の規制緩和が追い風となり、旅行業や観光関連産業へ、地域資源に愛着と造詣の深い団体（Ｎ

ＰＯ等）の活動（事業）が期待される。

着地型旅行商品の
全国展開について、
『地旅』ブランドとして
全国展開する運動
が提唱された。

於熊本市

全国旅行業協会（ＡＮＴＡ）による国内観光活性化フォーラム

着地型旅行の概念

出典 「沖縄観光における外国人向け着地型
旅行の充実化及び販売促進のための調査報
告書」国土交通省

九州中央山地の観光ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｶﾞｲﾄﾞ組織による県境を超えた取組

出展：九州ハイランド観光ガイドインストラクター協会ＨＰ
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留学生と地域との交流促進

・大分県では県内大学がＮＰＯを組織し、留学生に対する支援、地域社会との連携並びに国際性溢れる人材

の育成等を目的に、様々な留学生と地域との交流促進事業を行っている。

・「おおいた留学生人材情報バンクActive-Net」は、観光やビジネス、福祉など様々な分野において、留学

生のインターンシップやボランティアへの参加を促進し、交流を活性化している。

出典 大学コンソーシアムおおいた、おおいた留学生人材情報バンクﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

大分県における大学留学生と地域との交流事業とプラットフォームとしての組織（ＮＰＯ）

９
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スキー

産業観光

ゴルフ

祭・イベント

日本語・文化習得

テーマパーク

食事

買い物

自然・景勝地

日本人とその生活

温泉

都市の魅力

伝統文化・史跡

訪日外客平均 韓国 台湾

香港 中国 オーストラリア

増加を続けるアジアからの観光客

■地域別訪日外客数の構成比

・訪日外国人観光客の、４分の３がアジアからの観光客であり、対前年比で２割弱増加している。

・訪問率は、福岡県が最高で、７位にとどまっている。

・訪日観光客の動機は、温泉や自然・景勝地といった九州圏に特徴のある観光資源となっている。
・ウｫン高を背景に、韓国からの訪日ゴルフツアーが数多く企画されている。ニッチな動機であっても底堅
い需要があれば、ビジネス展開を見込める。

ヨーロッパ

8.2%

アメリカ
12.9%

アジア

75.4%

オセアニア
3.3%

アフリカ
0.1%

平成18年
訪日観光客数
498万人

（前年比14％アップ）

161

118

32 30
8 8 5 5 3 2 30.5

0

50

100

150

200

単位：万人

韓
国
台
湾
香
港
中
国
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

タ
イ
フ
ィ
リ
ピ
ン

マ
レ
ー
シ
ア

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

イ
ン
ド

ベ
ト
ナ
ム

そ
の
他
ア
ジ
ア

資料：国際観光振興機構ＪＮＴＯ
「訪日外客統計2006年（暦年）」
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■地域別訪日観光客数

2006年対前年比伸び率

訪問率＝「今回の旅行中に当該地を訪問した」と
答えた回答者数÷全回答者数（10,660人）×100
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旅行形態変化への対応

・アジアからの訪日外国人客の多くが、団体旅行による来訪であるが、今後、富裕層の増加や交流の活発化

等により、個人旅行者も増加することが予想される。

・個人旅行者に対しては、安全な旅行や的確な情報提供が今以上に求められる。

資料 九州運輸局プレス発表資料

国別訪日外客の旅行形態比較

23.7

40.3

59.9

64.3

13.9

4.1

31.5

35.7

40.1

59.7

76.3

86.1

95.9

68.5

0% 25% 50% 75% 100%

外客平均

中国

台湾

香港

韓国

アメリカ

イギリス

団体旅行 個人旅行

「外国人によるひとり歩き点検隊」調査と
提言された情報提供マネジメント協議会（仮称）

資料 訪日外客統計2006年（暦年） 国際観光振興機構ＪＮＴＯ
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機能

戦略Ⅰ 旅行先としての九州を磨く

戦略Ⅱ 国内大都市圏から九州に人を呼び込む

戦略Ⅲ 東アジアから九州に人を呼び込む

戦略Ⅳ 九州観光戦略を進める体制づくり

－ 九州観光戦略 －

資料：九州観光推進機構ＨＰより作成

九州観光推進機構 組織図

総会（正会員）

役 員

顧 問
監 事

監 事

会 長

副会長

理 事

評議員会

事業本部

戦略実施

啓発・広報

企画・提案

情報集約・発信

調査・研究

連絡・調整

各種観光団体・組織、大学・研究機関、地域住民、民間事業者

行政

民間

資金
人員

九州が一体となった観光戦略

・平成17年４月、九州地方知事会と九州・山口経済連合会が協力して設立した「九州地域戦略会議」のも
とに「九州観光戦略」の策定が決議された。
・また、その最初の取組みとして「九州はひとつ」の理念に基づき「九州観光推進機構」が設置され、九州
が一体となった観光戦略が進められている。

評議員会

理事兼事業本部長

（観光プロデューサー）

企画部

（戦略Ⅰ・Ⅳに

関する業務）

国内誘致推進部

（戦略Ⅱに

関する業務）

海外誘致推進部

（戦略Ⅲに

関する業務）

連携
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